














This study considers the effectiveness and limitations of the “management by objectives (MBO)” that many 
companies have now introduced as one of the personnel evaluation tools. First, as the previous research, this study tried 
to summarize the theoretical features of MBO. Next, two preliminary surveys conducted by the Labor Administration 
Research Institute identifi ed many problems in companies’ goal-setting, goal-executing processes, and goal-achieving 
evaluations in their management operations, and the problems were not sufficiently solved. Next, the results of 
interviews with three companies that have introduced MBO indicated that it was effective in clarifying duties, creating 
smooth communication between superiors and subordinates, and understanding organizational goals. Whereas it raised 
several issues that the successful performance of MBO highly depended on the superiors’ management skills. The 
results of these reviews indicated the limitation of adopting MBO as a subsystem, especially, as a personnel evaluation 
system. Therefore, this study concluded that a management tool that meets the original purpose, especially as training 
support, is suggested to be the most effective method.
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目標管理制度の有効性と限界に関する一考察





















まず，第 2章では，目標管理制度の先行研究についてレビューする。目標管理制度は，P. F. Drucker 

























































































































とめたのものが，図表 3－ 1－ 1である。導入企業が 64.2％（01年）→ 77.3％（04年）と 7ポイント上昇
している。2004年以降は，70～ 80％と高い導入率で推移していることがわかる。さらに同調査を遡ってみ
ると，28.6％（87年）→ 36.3％（89年）→ 34.1％（91年）→ 46.5％（93年）→ 54.3％（95年）→ 54.7％（97
年）である。つまり，ここ 30年余りで導入企業はおよそ 3倍も増えていることがわかる。
図表 3－ 1－ 1　目標管理制度導入企業の推移
出所：  労務行政研究所「人事労務諸制度の実施状況調査」（2001）（2004）（2007）（2010）（2013）（2018）より筆
者作成





2018）」をもとにまとめたのものが，図表 3－ 1－ 2である。目標管理制度を人事考課に「直接反映」させ






図表 3－ 1－ 2　目標管理制度の人事考課との結びつき
出所：図表 3－ 1－ 1に同じ
（目標達成度の反映項目）
目標達成度合いの具体的な反映項目（複数回答）について「目標管理制度の運用に関する実態調査（労務
行政研究所，2006・2013）」をもとにまとめたのが，図表 3－ 1－ 3である。まず，2006年調査と 2013年
調査を比較しても，一般社員と管理職では同じ傾向であることがわかる。例えば，最も反映させている項目




［注］  回答率は調査年度毎に異なる。2013年の回答率は 5.3％（3754社中 200社）。調査対象企業は上場企業と資本金 5億円以上また
は従業員 500人以上の非上場企業。回答率が統計学上有意水準であるかの議論の余地は残る。しかし，参考指標としては十分に
価値があり活用できると筆者は考えている。





とにまとめたのが，図表 3－ 1－ 4である。目標設定の頻度として最も多いのは「半年ごと」で 6割前後を
占めている。次に「1年ごと」で 4割前後を占めている。また，それぞれの割合においては，一般社員と管
理職での大きな差はなく，同じ傾向であることがわかる。
図表 3－ 1－ 4　目標設定の頻度
出所：図表 3－ 1－ 3に同じ
（中間面談の実施状況）
中間面談の実施状況について「目標管理制度の運用に関する実態調査（労務行政研究所，2006・2013）」







図表 3－ 1－ 5　中間面談の実施状況





2013）」をもとにまとめたのが，図表 3－ 1－ 6である。目標管理制度の対象部門は「全部門」が 96.6％（06
年），93.7％（13年）と大多数を占めていることがわかる。「特定の部門のみ」とは，適用を除外している部
門として，研究，開発部門などである。
図表 3－ 1－ 6　目標管理制度の対象部門























図表 3－ 1－ 7　目標管理制度の運用上の問題点















































目標管理制度を運用している一般企業 3社を対象とした。調査対象企業の概要は表 4－ 1－ 1である。ま





表 4－ 1－ 1　対象企業の概要

























































































































































































































































Drucker. P. F. 1954 The practice of management. New York: Harper & Row.（野田一夫監修 現代経営研 究会訳
現代の経営（上）（下）自由国民社 1956）
労務行政研究所（2001）「人事労務管理諸制度の実施状況」『労政時報』3488：2-31
労務行政研究所（2004）「人事労務管理諸制度の実施状況」『労政時報』3628：2-65
労務行政研究所（2007）「人事労務管理諸制度の実施状況」『労政時報』3700：2-67
労務行政研究所（2010）「人事労務管理諸制度の実施状況」『労政時報』3768：2-61
労務行政研究所（2013）「人事労務管理諸制度の実施状況」『労政時報』3853：2-64
労務行政研究所（2018）「人事労務管理諸制度の実施状況」『労政時報』3956：16-67
労務行政研究所（2006）「目標管理制度の運用に関する実態調査」『労政時報』3681：42-63
労務行政研究所（2013）「目標管理制度の運用に関する実態調査」『労政時報』3853：41-64
